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1923/9/1 関東大震災 マグニチュード 7.9 死者 105,385
1924/8/23 耐震計算義務化 地震による水平力を建物自重の10%で計算
1948/6/28 福井地震 マグニチュード 7.1
1950/5/24 建築基準法の制定 地震による水平力を建物自重の 20%に改正
1952/5/31 耐火建築促進法 戦災の教訓から都市の不燃化を目指し制定。 1961 年に廃止し建築基準法と合体
1957/5/15 建築基準法第 1 次改正 防火地域内の建築物の主要構造部は耐火構造のものとする。
1959/4/24 建築基準法第 2 次改正 耐火建築物又は簡易耐火建築物としなければならない特殊建築物
1961/6/6 建築基準法第 3 時改正 特定街区の制定、：特定街区容積率制定
1963/7/16 建築基準法第 4 次改正 高さ制限の廃止と容積率制度で超扁洒建築の時代の幕開け
1964/6/16 新潟地震 マグニチュード 7.5 地盤液状化現象
1968/5/16 十勝沖地震 マグニチュード 7.9 鉄筋コンクリート造せん断破壊
1970/6/1 建築基準法第 5 次改正 裔さ31m以上の建造物に非常用昇降機設置義務付け
1971/6/17 建築基準法施行令改正 鉄筋コンクリート造の柱のせん断補強について改正
1976/11/15 建築基準法第 6 次改正 日照権問題による日陰規制
1978/6/12 宮城県沖地震 マグニチュード 7.4 死者 28 名家屋倒壊被害が甚大で新耐震基準の制定につながった
1981/6/1 新耐震基準の制定 許容応力度法から変形能力係数による解析へ移行し既存建築が不適格化
1983/5/26 日本海中部地震 マグニチュード 7.7 死者 104 名 地展の瞬間の映像が初めて残され報道された
1987/6/5 建築基準法第 7 次改正 準防火地域に木造3階建住宅の建設が解禁
1993/7/12 北海道南西沖地展 マグニチュード 7.8(震源地の奥尻島には地震計無し）死者 202 名
1994/6/29 建築基準法第 8 次改正 地下住宅部分の容積率緩和規定
1995/1/17 阪神・淡路大展災 マグニチュード 7.3 死者 6,434 名
1995/10/27 耐震改修促進法 新耐震基準以前の既存不適格建造物に耐震診断を義務づけ





2006/6/21 建築基準法第 10 次改正 姉歯事件後の建築確認強化手続負荷が激増し設計変更に対応できず現場が大混乱
2007/6/20 改正建築基準法不況 内閣官房長官が不況の原因を主として建築基準法の改正に基づ＜ものであると認めた
2011/2/2 建築法体系勉強会の発足 改正建築基準法不況を受け、国土交通省が主催して発足
2011/3/11 東日本大震災 マグニチュード 7.3 死者 15,893 名津波災害福島第ー原子力発電所の炉心融解
2012/3/1 建築法体系勉強会とりまとめ 国土交通省が建築法体系勉強会とりまとめを公表
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